
山陽小野田市水道局指定給水装置工事事業者 

変更等の申請について(案内) 

＜指定事項の変更について＞ 

◎ 登録事項に変更があったときは、変更日から３０日以内に「指定給水装置工事事業

者指定事項変更届書」（様式第１０）と、下記の表に対応した書類を添付して提出をお願

いします。 

＜指定事項の変更時に必要な書類＞ 

 氏名又は名称

の変更※ 
住所の変更 

代表者の変

更（法人）

役員の

変更 備考 

法人 個人 法人 個人 本社 法人 

「指定給水装置工事事業

者指定事項変更届書」 

（様式第１０） 

〇 〇 〇 〇 〇 〇 

 

「誓約書」（様式第２） － － － － 〇 〇 
 

「住民票」の写し － 〇 － 〇 － － 
発 行 か ら ３ カ 月

以内 

「定款」 

（原本証明をしたもの） 
〇 － 〇 － 〇 － 

直近のもの 

「登記事項証明書」 

（履歴事項全部証明書） 
〇 － 〇 － 〇 〇 

発 行 か ら ３ カ 月

以内 

「 事 業 運 営 に関 する確 認

事項」 

電話番号、営業時間、修繕対応範囲、対応地区等公

表範囲の変更がある場合 

 

※ 氏名又は名称の変更の場合は、「山陽小野田市指定給水装置工事事業者証書」を差し

替えて交付しますので、交付済の事業者証書を返却してください。 

※ 個人の代表者の変更（親から子等）、法人から個人への変更、個人から法人への組織

化、別法人への営業譲渡、合併に伴う新会社の設立については、廃止届を提出し、改め

て新規申請が必要です。 

※「誓約書」（様式第２）関係  

 次のいずれにも該当しないものであること （水道法第２５条の３第３号） 

 ・心身の故障により給水装置工事の事業を適正に行うことが出来ないものとして国土交

通省令で定めるもの 

 ・破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者 

 ・水道法に違反して、刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなっ

た日から２年を経過しない者  

 ・水道法第２５条の１１第１項の規定により指定を取り消され、その取消しの日か 

ら２年を経過しない者  

 ・給水装置工事に関し、不正又は不誠実な行為をするおそれがあると認めるに足りる相当

の理由がある者  

 ・法人であって、その役員のうちに上記のいずれかに該当する者があるもの。 

  



＜給水装置工事主任技術者の選任・解任について＞ 
◎ 給水装置工事主任技術者を新たに選任又は解任した時は、事由が発生した日から  

１４日以内に「給水装置工事主任技術者選任・解任届出書」（様式第３）を提出してく

ださい。 

◎ 給水装置工事主任技術者を選任するときは、免状又は主任技術者証の写しを添付して

ください。 

 

＜事業の廃止、休止又は再開＞ 
◎ 廃業や合併による消滅等があったときは、下記の内容に対応する日までに「指定給水

装置工事事業者廃止・休止・再開届出書」（様式第１1）を提出してください。 

 ◆廃止、休止   事由が発生した日から３０日以内 
※ 廃止の場合は、交付済の事業者証書を返却してください。 

 ◆再  開     事由が発生した日から１０日以内 

 
＜事業運営に変更があった場合＞ 
◎ 休業日や営業時間、対応工事種別等の変更があったときは、なるべく早いうちに「事業

運営に関する確認書」の提出をお願いします。 

◎ 水道局のホームページ等には、「事業運営に関する確認書」により提出されている内容

で公表していますので、事業内容に変更があった場合は速やかな提出をお願いします。 

  



      指定給水装置工事事業者指定事項変更届出書 

 
 

山陽小野田市水道事業管理者 様 

 
〇〇年 〇〇月 〇〇日 

 山陽小野田市新生一丁目８番２２号 

届 出 者  株式会社 山陽小野田水道  
代表取締役 小野田 一郎  

 

 水道法第２５条の７の規定に基づき、次のとおり変更の届出をします。 

 

フ     リ     ガ     ナ 

氏名又は名称 
株式
カ ブ シ キ

会社
ガ イ シ ャ

 山陽
サ ン ヨ ウ

小野田
オ ノ ダ

水道
ス イ ド ウ

 

住    所 山陽小野田市新生一丁目８番２２号  

フ     リ     ガ     ナ 

代表者の氏名 
小野田

オ ノ ダ

 一郎
イ チ ロ ウ

 

変 更 に 係 る 事 項 変  更  前 変  更  後 変 更 年 月 日 

商号名称 

 

代表者 

役員退任 

役員就任 

事業所名称 

株 式 会 社 山 陽 小 野

田 

小野田 太郎 

小野田 花子 

 

株 式 会 社 山 陽 小 野

田 厚狭支店 

株 式 会 社 山 陽 小 野

田水道 

小野田 一郎 

 

小野田 花江 

株 式 会 社 山 陽 小 野

田水道 厚狭支店 

〇年〇〇月〇〇日 

 

〇年〇〇月〇〇日 

〇年〇〇月〇〇日 

〇年〇〇月〇〇日 

〇年〇〇月〇〇日 

 

（備考）この用紙の大きさは、日本工業規格Ａ列４番とすること。 

様
式
第
⼗
︵
第
三
⼗
四
条
関
係
︶ 

記入例(様式第 10) 
提出日（持参日）を記入して

ください。 

変更後の商号、住所、代表

者名を記入してください。 

変更後の商号、住所、代表

者名を記入してください。

登録日ではなく、実際に変更と

なった日を記入してください。

変更事項を記載してください。 



      給水装置工事主任技術者選任・解任届出書 

 

山陽小野田市水道事業管理者 様 

   〇〇年〇〇月〇〇日 

 

      株式会社 山陽小野田 

届 出 者  山陽小野田市新生一丁目 8 番 22 号 

      代表取締役 小野田 太郎 

 

  水道法第２５条の４の規定に基づき、次のとおり給水装置工事主任技術者の 

選 任 
の届出をします。 

解 任 

 

給 水 区 域 で 給 水 装 置 工 事 の

事 業 を 行 う 事 業 所 の 名 称
株式会社 山陽小野田 

上記事業所で選任・解任する

給水装置工事主任技術者の氏名

給水装置工事主任技術者

免 状 の 交 付 番 号
選任・解任の年月日

 

小野田 花子 

 

小野田 花江 

 

第〇〇〇〇〇号 

 

第〇〇〇〇〇号 

（解任）  

〇〇年〇〇月〇〇日

（専任） 

〇〇年〇〇月〇〇日

（備考）この用紙の大きさは、日本工業規格Ａ列４番とすること。 

様
式
第
三
︵
第
⼆
⼗
⼆
条
関
係
︶ 

日付は、申請日から１４日以内と

してください。 

選任もしくは解任をした日

付を記入してください。 

申請書と同じ代表者名

を記入してください。 

記入例(様式 3) 

選任の場合は、「給水装置工事主人技術

者免状」又は「給水装置工事主任技術者

証」の写しを添付してください。 



 

様式第 11（第 35 条関係） 

                廃止 

指定給水装置工事事業者 休止 届出書 

        再開 

 

 

山陽小野田市水道事業管理者 様 

 

  〇〇年〇〇月〇〇日   

 

      株式会社 山陽小野田 

届 出 者  山陽小野田市新生一丁目 8 番 22 号 

      代表取締役 小野田 太郎 

 

                 

 

廃止 

水道法第２５条の７の規定に基づき、給水装置工事の事業の 休止 の届出をします。 

                                                       再開 

 

フ      リ      ガ      ナ  

氏名又は名称 
株式
カ ブ シ キ

会社
ガ イ シ ャ

 山陽
サ ン ヨ ウ

小野田
オ ノ ダ

 

住     所  山陽小野田市新生一丁目 8 番 22 号 

フ      リ      ガ      ナ  

代表者の氏名 

小野田
オ ノ ダ

 太郎
タ ロ ウ

 

（廃止・休止・再開）

の年月日 

〇〇年〇〇月〇〇日 

（廃止・休止・再開）

の理由 

廃業のため 

 

記入例(様式 11) 

いずれかを○で囲んでください。

いずれかを○で囲んでください。

いずれかを○で囲んでください。 

事由の発生した年月日とその理

由を簡潔に記入してください。



事業運営に関する確認事項 

  〇〇年〇〇月〇〇日  

申請者（郵便番号、住所） 山陽小野田市新生一丁目８番２２号 

（氏名又は名称） 株式会社 山陽小野田 

（代表者職氏名） 代表取締役 小野田 太郎 

１ 本市又は他団体（日本水道協会等）が実施している指定給水装置工事事業者講習
会の受講状況（直近開催の講習会）  

受講年月日                   （公表：可 ☐不可） 

 受講 〇〇年〇〇月〇〇日   ・    ☐ 未受講 

（未受講の場合、その理由）※ 非公表 

※未受講の場合はその理由を記載してください。 

※ 受講を証明する書類（受講証等）の写しを添付してください。 

※ 公表には、ホームページ等への掲載を含む場合があります。 

２ 指定給水装置工事事業者の業務内容  
休業日、営業時間（修繕対応時間もご記入ください。）   （公表：可 ☐不可） 

・休業日（複数選択可） 
☐土曜日  日曜日  祝日  
夏季  （  ８月 １３日 ～ ８月 １５日） 
年末年始（ １２月 ３０日 ～ １月  ３日） 
その他 （GW ５月  ３日 ～ ５月  ５日） 

・営業時間 （ ８ 時 ３０分 ～ １７時 １５分） 
  内修繕対応可能時間（ ９時００分 ～１7 時 15 分） 
・営業時間外対応 可（ １7 時１５分 ～２０時００分） 

 ☐不可 
（営業時間外の公表可能な電話番号電話番号）０８３６－８３－４１１１ 

対応工事種別等                 （公表：可 ☐不可） 

・対応工事 
給水装置工事 … 配水管からの分岐 ～ 水道メーター（公道含む） 

（新規・改造含む）水道メーター ～ 宅内給水装置（宅内のみ） 
漏水修繕工事 … 屋内給水装置の修繕 

宅地内埋設部給水装置の修繕 
・修繕対応可能地区 
 山陽小野田市全域 
☐ 小野田地区  ☐ 山陽地区 ☐ その他（           ） 

その他                     （公表：☐可 不可） 

（その他特記すべき事項があれば記入してください。） 

 

※ 業務内容に変更が生じた場合は、速やかにその旨を届け出るようお願いします。 

※ 公表には、ホームページ等への掲載を含む場合があります。 

提出日（持参日）を記入してください。

該当項目に不可に☑がある場合は、

その項目内容は非公表とします。 

申請書と同じ代表者名

を記入してください。 

日本水道協会山口県支部または水道局が

開催した指定給水装置工事事業者研修会

の最新受講日を記入してください。新規

申請の場合は未受講に☑してください 

営業時間外対応可とした場合は、必ず記

入してください。 

(公表可能な連絡先を記入してください)

対応する業務内容に☑して

ください。 

修繕対応可能地区に☑してください。 

校区単位等で希望される場合は、その

他欄に記載してください。 

記入例 

☑の場合は（裏面） 

確認事項４への記入も必要です。



３ 給水装置工事主任技術者等の研修受講実績（過去５年以内）  
（公表：可 ☐不可）  

受講者名 
（公表対象外） 

研修会名、研修内容 受講年月日 

小野田 太郎 外部研修 
（主任技術者 e ラーニング研修 ） 

☐自社内研修 
（              ） 

〇〇年〇〇月〇〇日

小野田 花子 ☐外部研修 
（              ） 
自社内研修 

（〇〇に関する業務研修    ） 

〇〇年〇〇月〇〇日

 ☐外部研修 
（              ） 

☐自社内研修 
（              ） 

  年  月  日

※ 外部研修については、受講を証明する書類（受講証等）の写しを添付してください。 

※ 自社内研修については、研修内容を記載してください。 

※ 行数が足りない場合は、必要に応じてコピー等してください。 

※ 公表には、ホームページ等への掲載を含む場合があります。（受講者名を除く） 

４ 過去 1 年以内の給水装置工事に主に従事した適切に作業を行うことができる技能
を有する者の状況            （公表：☐可 不可）  

技能を有する者
の氏名 

（公表対象外） 

配水管への分水栓の取付・

せん孔、給水管の接合等、

いずれの経験の有無 

（過去１年以内） 

資格及び講習修了証等の有無 

 保有している資格及び修了証 

 

小野田 太郎 経験あり 
☐経験なし 
(最終工事年度  年度)

有
☐無

給水装置工事配管技能者 
配水管技能者(日本水道協会)
☐1 級・2 級 配管技能士  

☐その他
(           ) 

 

小野田 花子 ☐経験あり 
経験なし 
(最終工事年度Ｒ１年度) 

☐有
無

☐給水装置工事配管技能者 
☐配水管技能者(日本水道協会)
☐1 級・2 級 配管技能士  

☐その他
(           ) 

 

社員 Ａ 経験あり 
☐経験なし 
(最終工事年度  年度)

☐有
無

☐給水装置工事配管技能者 
☐配水管技能者(日本水道協会)
☐1 級・2 級 配管技能士  

☐その他
(           ) 

※ 「配水管からの分岐～水道メーター」の工事を施工しない場合は記入不要です。 

※ 行数が足りない場合は、必要に応じてコピー等してください。 

※ 公表には、ホームページ等への掲載を含む場合があります。（受講者名を除く） 

５ メールアドレスの登録            （公表：☐可 不可） 

〇〇〇＠〇〇〇.〇〇.jp 

※ 事業者へのお知らせ等について、メールでの配信を検討しています。公表の可・否に関わらず、メ

ールアドレスの記載をお願いします。 

E ラーニング等の外部研修の場

合は、受講を証明する書類（写

し）を添付してください。 

自社内研修の場合は、研修内容

を記載してください。 

資格等を有していなくても、

技能を有している場合は記入

してください。 

今後は、規程の変更等があった場

合、メールでの通知を検討してい

ます。登録をお願いします。 


